
対談

政省令の概要

大野：グループ通算制度（以下，「通算
制度」といいます）の政省令がようやく公
布されました。
足立：法律で大きな論点がわかり，前号

でお話ししたQ&Aで制度の全貌がさらに
見えていたところでしたが，全くわからな
かった点も少なくありませんでした。

まずは，政省令の概要をお話ししておき
ましょう。
大野：政令は，法律やQ&Aには書かれ

ていなかった投資簿価修正についての記載
が明らかになりました。

また，複雑な部分を含め，予想以上に，
制度を組織再編税制に整合するものとして
いるのが印象的です。大綱や法律では明ら

かにされていなかった，特定資産譲渡等損
失の制限の特例や２年内再編の特例につい
て政令で規定されています。

さらに，これまで明らかにされていなか
った事業関連性の判定の詳細が明らかにな
りました。この点は，組織再編税制とは少
し違った部分があります。

そのほか，「新たな事業を開始したとき」
は，相変わらずわかりませんね。

省令は，まだ一部とはいえ，重要な別表
が明らかになったことで，実務のイメージ
がつきやすくなりました。
足立：ご指摘の投資簿価修正のほか，ま

るまる政令に委任されていた外国税額控除
の限度額の計算は注目です。

条文と申告書様式から全貌がさらに明らかに

前号の対談（本誌2020年９月号121頁以下）後，グループ通算制度に関連する政令，省令が立て続けに公布
されました。そこで，引き続き足立，大野両氏にご登壇いただき，政省令で新たにわかったこと，気になることなど
について，いち早くお話しいただきました。現在フォローしておくべき，政省令の焦点とは？
（本文中の条文番号は，特に断りがない限り，グループ通算制度施行後のものです。）

足立好幸
税理士法人トラスト
税理士・公認会計士

グループ通算制度政省令の焦点

大野久子
デロイト トーマツ税理士法人
税理士・公認会計士
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また，開始・加入時の取扱いについて，
例えば，時価評価除外法人やみなし共同事
業要件などは，組織再編税制と同じような
イメージになることが大綱や法律からわか
っていましたが，政令で明文化されました。
内容は予想どおりですが，条文のボリュー
ムが多くなっています。

組織再編税制に関連する条文について
は，読替え，読替えで，さらに読替前の条
文から「連結」の文言が消えるなどしてい
ます。新旧対照表があったとしても，読み
込むのに難儀しそうです。

そもそも組織再編税制を知っておかなけ

れば，この新しい政省令を読み込んでも，
開始・加入時の取扱いはイメージするのに
時間がかかるかもしれません。なじみのな
い方にとっては，難度が高そうです。

申告書については，こんなに早く公表さ
れるんだなという印象ですが，逆にいうと，
どんどん準備をしなければ間に合いません
よ，というメッセージなのかもしれません。
別表があると，条文の意図がクリアになっ
て，よりイメージが持てます。
大野：政省令が公表されたものの，まだ

わからないところもあります。そのあたり
についてもお話ししましょう。

個別論点

欠損金の繰越控除

■内訳の決め方
足立：早速，個別論点について確認して

いきましょう。
大野：まず，欠損金の繰越控除です。
修更正の後に，その通算法人の繰越欠損

金のうちどの繰越欠損金を使ったかが法律
ではわかりませんでした。この点，政令で，
その内訳の決め方などが明らかにされまし
た（法令131の９）。

特に違和感はなく，予想どおりの仕組み
だと思います。

■１つの事業年度に２つの対応事業年度が
あるケース
大野：欠損金の繰越控除については，

131条の９第３項もおもしろいなと思いま
した。
足立：親法人の事業年度に開始日が属す

る対応事業年度が２つ以上あったときに，
古いものから使っていくという条文ですね。
この取扱いも政令で明らかになりました。

足立　好幸（あだち　よしゆき）
税理士法人トラスト
税理士・公認会計士
連結納税制度・組織再編税制を中心にグループ企業の税制最適化など企業グループ税制
に係る業務を行う。著書に，『連結納税採用の有利・不利とシミュレーション』（清文社），

『ケーススタディでわかる連結納税申告書の作り方』『連結納税の組織再編税制ケースス
タディ』『連結納税の税効果会計』『早わかり連結納税制度の見直しQ&A—グループ通
算制度の創設で何が変わる？』（中央経済社）など多数。
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そうすると，あくまでも計算は，親法人
の１つの事業年度に帰属する対応事業年度
が２つあれば，それを合算して通算すると
いうことなんですかね。
大野：合算して通算するものの，平均的

に使用するわけではなくて，古いものから
先に使用すると書いてあります。

１つの事業年度に２つ対応事業年度があ
れば，例えば，欠損金を30％ずつ使われる
ようなことは困るので，古いほうからとい
うことなのだろうと思います。
足立：そうすると，親法人の10年内事業

年度に対応事業年度ごとに集約させてから
計算したのち，最後にそれぞれで使った金
額に優先順位をつけて残高を計算し直すと
いうイメージですかね。

受取配当

■大綱になかった遮断措置
大野：次は，受取配当です。
受取配当については，各配当の区分の方

法の詳細や，負債利子控除についての詳細
が明らかになっています。

負債利子控除については，関連法人株式
等に係る配当等の合計額の４％とされてい
ますが，支払利子の通算グループ合計の10
％が上限とできる旨が法人税法施行令19条

で定められました。
これには遮断措置が設けられています。

こんな細かいところも遮断するのかと思い
ました。
足立：そうですよね。
おそらく，グループ調整計算であること

から，１社でも支払利子の計算を間違える
と，本来は全体計算をしなければならなく
なるので，遮断措置を入れるしかなかった
という整理なのでしょう。
大野：負債利子控除は簡便化するために

配当額の４％とされたのに，遮断措置が入
ると複雑化してしまう気もしていますが，
仕方ないですね。大綱では書かれていなか
ったように思いますが。
足立：たしかに，大綱では，「単体納税

と同じ」という書きぶりになっていました。
その後，負債利子控除額の計算は通算グル
ープ全体で行うという情報が巷に流れ出た
と認識しています。
大野：大綱に遮断すべき場合がすべて書

いてあったわけではないということですね。

■４％は有利？ 不利？
足立：受取配当については，選択制とし

ている点が気になりました。
法人税法施行令19条９項で，負債利子の

調整計算をしたくなければ別表を出さなけ

大野　久子（おおの　ひさこ）
デロイト トーマツ税理士法人
シニアマネジャー
税理士・公認会計士
1994年監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人トーマツ）入社。2001年勝島敏明
税理士事務所（現 デロイト トーマツ税理士法人）に転籍し，現在に至る。連結納税や
組織再編についてのコンサルティング業務等に従事。特に連結納税については深い知識
及び経験を有している。主な著書に『詳解 連結納税Q&A』（清文社・監修）がある。
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ればよく，４％とするだけとされています。
この計算は手間がかかりそうで，特に決算
時の事務負担に影響します。事務作業の軽
減を優先したい場合は４％とするのでしょ
う。

ただ，４％というのは，負債利子控除額
としては高い気がします。計算をしてみれ
ば，通常は４％以内になると思います。
大野：４％としたのは，以前足立先生が

おっしゃっていた，外国子会社の受取配当
について５％とされているので，それより
少し低い４％としているということのよう
ですね（編注：本誌2020年３月号24頁参照）。
足立：感覚としては，上限の計算を行っ

たほうが税負担は減るという気がします。
今は低金利で，もともと借入金が少ない企
業も多いですから，実務では，計算しても
４％以上で徒労に終わることがわかってい
ない限りは，計算したほうがいいでしょう。

受取配当については，以前より事務負担
は減るかもしれないですね。支払利子の範
囲は変わらず，通算法人間の利子は除く必
要がありますが，総資産の集計がなくなる
ので気が楽になります。

■通算制度も申告書作成はグループ全体で
足立：また，法人税法施行令19条９項で

は，基本的にすべての通算法人が別表を出
さなければ負債利子控除額の上限額の設定
ができないとされています。

通算制度では，他の通算法人から数字を
もらって，各通算法人で別々に申告を行う
ことになります。しかし，そのうちの１社
で添付書類が漏れていれば全社でこの上限
が使えなくなるのです。

そう考えると，個別申告といえども，実

務上は通算グループ全体で申告書を作成す
ることになりそうです。もちろん，そうい
ったことが起こらないようなシステムが作
られるのでしょうが。
大野：結局この論点に限らず，損益通算

や欠損金の通算などは通算グループ全体の
数字を収集しなければ計算できない仕組み
になっています。

そのため，純粋な個別申告になるわけで
はなく，グループ各社で協力して申告を行
う実務は変わらないと思われますね。

外国税額控除

■税負担は連結納税と変わらず!?
足立：続いて，法人税法施行令148条の

外国税額控除です。
この論点は，計算方法が連結納税とは変

わっています。
例えば，試験研究費の税額控除は，通算

グループ全体の税額控除額の計算方法が連
結納税と同じになります。変わるのは配分
のしかたで，グループ全体でみたら連結納
税と通算制度で税負担は変わりません。

一方で，外国税額控除の条文は，最初に
読んだとき，そもそも計算方法が違ってい
て，連結納税と計算結果が異なるのかわか
りませんでした。そこで，いくつかパター
ンを考えて税負担をシミュレーションして
みたのですが，結果はすべて連結納税と一
致していました。

通算制度では，控除限度額の計算におい
てマイナスの控除限度額が出た場合は，プ
ラスの控除限度額が出た通算法人にプロラ
タで配分することになっています。結果的
に，連結納税のように全体で計算したもの
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をプラスの国外所得金額で配分するのと変
わりませんでした。

しかし，新しい計算は難しくないですか？
大野：複雑ですよね。各制度で遮断措置

の方法が異なる点も含め，いろいろと気を
つけなければいけなさそうです。

外国税額控除については，政令事項では
ないのですが，修更正時に遮断した結果の
差額を進行事業年度において反映するの
で，加算税が取れないため，外国税額控除
独自の仮装隠蔽等のための否認規定が法人
税法69条16項に設けられています。
足立：加算税はどうなるのですか。
大野：基本的には，修更正時に遮断した

結果の差額は進行事業年度に反映されるた
め（法法69⑰，⑱），加算税は課されない
結果になると思います。それを悪用した仮
装隠蔽のようなことがあれば対応する特別
な規定（法法69⑯）が設けられています。
つまり，これに該当しなければ，加算税は
課されない結果になると思います。
足立：意図的な場合については，当初申

告に戻って加算税を取るというイメージで
すね。

■通知義務
足立：外国税額控除には，遮断措置に関

連して通知義務というものがあります。
例えば，通算法人の１社に調査が入った

場合，あるいは計算を間違えた場合に，「う
ちの会社が間違えました」と他の通算法人
に通知して，全体計算をやり直して進行年
度においてその結果を反映させます。

これは，個別申告であるため，通常は他
社の税務調査の結果やミスの情報が入って
こないことから設けられる仕組みです。

大野：これに対して，例えば，試験研究
費については，修更正のときには基本的に
遮断措置がとられて，対象法人のみにおい
て修更正が行われるので，通知義務はあり
ませんね。
足立：譲渡損益の繰延制度で，再譲渡や

減価償却を行った場合にその旨通知すると
いう仕組みがありますが，それと同じよう
なかたちで通知を行うことになります。

実務上，遮断措置とひもづいて重要なポ
イントになると考えられます。

試験研究費の税額控除

■中小企業者の定義
足立：次は，その試験研究費です。条文

は，措置法施行令27条の４ですね。
大野：計算方法はすでに法律で書いてあ

りましたね。
足立：私は，中小企業者と適用除外事業

者の定義に注目していました。
まず，中小企業者については，条文が措

置法施行令27条の４第12項から第17項へ移
動しています。

そして，大綱で定められたとおり，中小
企業者の判定について， 通算グループ内の
いずれかの通算法人が中小企業者に該当し
ない場合，すべての通算法人が中小企業者
に該当しないことが定められています。こ
の点，中小法人の判定と同様です。

連結法人が通算制度に移行しても，基本
的に連結納税時代の節税効果は失われませ
んが，通算制度に移行すると，中小法人，
中小企業者の範囲が狭くなるため，場合に
よっては連結納税より税負担が増加する可
能性があります。
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■適用除外事業者の定義
足立：適用除外事業者についてもお話し

したいと思います。この条文も措置法施行
令27条の４第13項，14項から18項，19項に
引越ししています。先ほどの中小企業者と
同様に，１社でも該当すれば，すべての通
算法人が適用除外事業者になります。

改正点として，措置法42条の４第19項８
号では「基準年度において通算法人に該当
することその他の政令で定める事由がある
場合には，当該計算した金額につき当該事
由の内容に応じ調整を加えた金額として政
令で定めるところにより計算した金額）が
15億円を超える」とあります。

そのため，通算法人の場合は，15億円超
の判定について，例えば，損益通算前の所
得金額で判定するなど，何かしら調整する
のかなと思っていたのですが，政令を確認
すると，そのような取扱いについての定め
がなく，基本的に通算法人だからといって
所得金額を調整するようなことは特に何も
書いていませんでした。
大野：おっしゃるとおり，政令では何も

ありませんね。
足立：ただ，損益通算後の金額をそのま

ま使うということであればわかりやすいの
で，実務上はいいことです。

投資簿価修正

■「直前」のタイミング
大野：さて，投資簿価修正は，冒頭のと

おり，法人税法には何も書かれておらず，
政令で明らかになった項目です。

従来は，主に法人税法施行令９条で規定
されていましたが，今回の政令では，同じ

９条に少しあるものの，119条の３のほう
がメインになっています。

その内容は，投資簿価を離脱法人の簿価
純資産の金額に等しくなるように修正をす
るということで，基本的には大綱のとおり
というのが第一印象です。

以前からあまり明確にされておらず不親
切だと思っていたのですが，離脱の「直前」
に入れるんですよね。
足立：たしかにそこは気になりますね。

離脱した前日なのか，離脱した当日なのか，
具体的にはいつなんでしょうか。
大野：以前，連結納税が改正され，投資

簿価修正事由における連結完全支配関係の
消滅と譲渡の優先関係が改正され，連結完
全支配関係の消滅を優先して，連結完全支
配関係の消滅を伴わない譲渡に限り，譲渡
を修正事由として投資簿価修正を行うと優
先順位が改められた平成20年の『改正税法
のすべて』に，連結納税における取扱いは
はっきりと書いてあります。

連結完全支配関係の消滅を事由とする場
合はその直前，すなわち前日です。

通算制度においても，条文からは読み取
りにくいように思いますが，この「直前」
の意義は同じだろうと考えています。

なぜこの点が気になっているかというと，
子法人が孫法人株式を保有していて，両方
が同時に投資簿価修正対象になったとき
に，子法人において孫法人株式の修正をし
て，それを反映した子法人株式をもとに親
法人において修正するという流れで，下か
ら順番に修正が行われます。

この流れについて，連結納税では孫法人
株式が子法人株式簿価の修正項目の１つと
して明記されていますが，通算制度では書
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いていないと理解しています。孫法人の修
正をすれば当然孫法人株式の簿価が変わ
り，それが当然子法人株式に反映されるの
で，あえて明文化する必要はないことから
明文で示されていないのだと思います。

しかし，例えば，そのタイミングが離脱
当日だとして，孫法人株式の修正を当日に
行うと，その修正が子法人株式に反映され
なくなってしまいます。

当然ながら孫法人株式の修正は子法人株
式に反映すべきですし，「直前」に修正す
べきと考えていますが，ちょっと読みにく
く，はっきり書いていないので，「税制改
正の解説」などで解説していただきたいと
思っています。
足立：あるいは，通達ですかね。
大野：これまで連結納税における施行令

では「直前に」とは書いていませんでした
が，孫法人株式の修正金額は子法人株式の
修正対象に入れるとは書いてありました。
足立：現在の連結納税の通達では，資本

関係の下位のものから順に修正するとされ
ていますね。これと同じようになるのでし
ょうか。
大野：連結納税における通達は，施行令

の単なる確認として重ねて書いてあるだけ
でしたが，通算制度では，施行令にはそこ
に重点を置いては書いておらず，孫法人株
式の修正をすればその分当然に子法人の簿
価純資産が増え，子法人の投資簿価修正に
反映するということだと思います。

以前にも増して理解が難しいと思いま
す。投資簿価修正を行うタイミングと，子
法人が孫法人を保有している場合の取扱い
は，しっかりと通達や解説で説明していた
だきたいと思います。

■わかりやすいものの容赦ない仕組み
足立：連結納税では，含み益のある資産

を売却し，売却益を計上する一方で，投資
簿価修正により売却益の分だけ帳簿価額を
増加させた株式を売却し，売却損を計上す
ることで，含み益資産の売却益と株式の売
却損を相殺して課税を回避することが可能
となっています。

通算制度では，この恣意的な租税回避を
防止するため，投資簿価修正について，離
脱法人株式の帳簿価額を離脱法人の簿価純
資産価額に一致させる措置に見直していま
す。

もちろん，見直しの趣旨は理解できます。
ただ，個人的な意見ですが，見直し後の

投資簿価修正は，連結子法人に適用しない
などといった経過措置もないので，容赦な
いなと思いました。

結果的に，子法人を，連結納税の間に売
却するケースと通算制度に移管した後に売
却するケースで税額が全く変わることにな
ります。納税者にとって有利にも不利にも
変わる可能性があるのです。

これまでの経験上，子法人の売却が４月
１日に行われることも多いのですが，場合
によっては，令和４年の３月までに売却し
ておいたほうがいいケースもあると思いま
す。

通算制度については，全体的に緩和方向
の改正とみられています。しかし，この論
点だけは，恣意的な税負担の回避を防止す
るという立法側の強い意思が感じられる，
逆の方向への改正です。

しかしながら，私の周りでは，基本的に，
租税回避を意図して売却することはありま
せんし，特に高い金額で株式を買っている
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会社が，その分だけ取得原価に算入できず
売却益を増やすことになります。

実務としては少しやりにくくなるなとい
う印象です。
大野：たしかに，実際に「過去に事業価

値を見込んで買ってきた子会社が実際には
事業がうまくいかず，結果的に含み損とな
っているような場合に，売却すると譲渡損
が計上できなくなるんですか」という質問
が多く，足立先生がおっしゃるとおり，通
算制度に入る前後で税負担が全く変わりま
す。
足立：その半面，わかりやすくはなりま

す。従来は法人税法施行令９条の２項から
４項で要件が細かく規定されていました。

その部分がカットされて，通算制度から
離脱したり，通算制度を取りやめた場合な
ど通算終了事由が生じればすべて簿価を修
正するというシンプルな仕組みによって，
損得は大きく出るでしょうが，迷いはなく
なりそうです。
大野：そうですね。みなし配当が生じた

場合など，すごく複雑でしたからね。
足立：その意味では，実務からは歓迎す

るところです。一方で，通算終了事由が生
じた場合，条文では，「通算承認がなくな
った場合」とあるため，通算親法人と通算
子法人が合併した場合も含まれます。

従来，グループ間の譲渡に関しては，簿
価修正の対象でしたが，通算制度では簿価
修正の対象外となり，グループ間の適格合
併については簿価修正が不要でしたが，通
算制度では簿価修正を行うことになります。
大野：そうですね。
合併による離脱時に投資簿価修正して

も，合併法人の資本金等の額に影響するだ

けにはなりますが。
通算制度に加入するときに，離脱見込み

があれば時価評価するという仕組みも別途
あるように，加入後にすぐ離脱することは
前提としていません。そのため，新しい投
資簿価修正は理論上は整理されていると思
いますが，実務上は移行期に関してさまざ
まな声を聞くことになりそうです。

■投資簿価修正による問題事例
足立：今，お話しされた離脱見込みの子

法人株式の時価評価と投資簿価修正の合わ
せ技で，こういうケースも問題となるのか
なと思っています。

つまり，投資簿価修正は，加入から２か
月以内で，かつ，親法人の事業年度をまた
がなければ，短期間しか加入しておらず，
損益通算もしていないので，行う必要があ
りません。逆に，加入から２か月を超える
か，親法人の事業年度をまたぐと，必ず簿
価修正を行うことになります。

一方で，新しく加入した法人と完全支配
関係が継続しないと，加入した法人を時価
評価すると同時に，加入した法人の株式も
時価評価することになります。

例えば，株式を90％程度保有している会
社をグループ外に売却する場合，10％を少
数株主から買い取って，通算制度を採用し
ている会社をいったん100％保有にしてか
ら売却するとしましょう。

これで２か月以内に売却する分には問題
ありませんが，親法人の事業年度をまたぐ，
あるいは，２か月を超えてしまうというこ
とは，M&Aではよくある話です。

そうなると，まず加入時に子法人を時価
評価しますが，時価評価する資産から自己
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創設のれんが除かれているので，土地など
がなければ評価損益が出ません。一方で，
100％の株式を保有した親法人では，いっ
たん時価にします。売却することが決まっ
ていたら，その売却額で時価評価するとい
うことですかね。
大野：おそらくそうなりますね。私も試

しに計算してみたのですが，結果はやはり
不思議な感じでしたよ。
足立：具体的に考えてみましょう。
簿価純資産が１億円の会社を90％保有し

ていて，追加で10％買い取ったとします。
もともと保有していた90％の株式の簿価は
３億円としましょう。この会社を10億円で
売却する場合です。
大野：のれんが９億円ですね。
残りの10％の株式を１億円で買うと，株

式の簿価は合計４億円となり，時価が10億
円なので，通算グループへの加入時に株主
である法人において６億円を評価益として
計上します。

その後，簿価10億円としてしばらく保有
していたところ，３か月後に売却した場合，
子会社の簿価純資産は１億円です。そこ
で，10億円で保有していたものを１億円に
投資簿価修正します。１億円にしたものを
10億円で売却すると，９億円譲渡益が計上
されます。

このように，１度簿価を下げられて，実
際に売却する際にのれん相当分が株主側で
売却益として上がってしまいます。１度６
億円の評価益を計上したのに，もう１度９
億円の譲渡益を上げると……。
足立：いつの間にか２か月超えていたよ

うな場合には，いったん10億円で時価評価
した後に，また１億円に評価し直してから

10億円で売ることになって，ほとんど手取
りが残りません。

この状態で会社を売却することは通常な
いと思いますが，このような問題事例が出
てきそうです。

■問題事例の未然防止策
大野：これでいいんですかね？
足立：６億円の評価益と９億円の譲渡益

を合わせると15億円の益が立つことになり
ます。そうすると，本来は４億円で買収し
た会社を10億円で売却しているはずなの
に，売却益15億円ですから，ほぼ税金で消
えてしまいます。
大野：結果的にはおかしいですけど，加

入時にのれんが時価評価対象外であるため
に起きる結果で，そうなるとしか考えられ
ません。解決策としては，それこそ２か月
以内に売却するか。
足立：死に物狂いで売ると（笑）。
しかし，本当は２か月以内に売却するつ

もりだったところ，今回のコロナのような
ことがあって２か月を超えてしまう場合は
どうすればいいのでしょう。１株だけ売却
して離脱させるなどでしょうか。それは租
税回避といわれそうです。
大野：とはいえ，２か月以内の趣旨は理

解できるものです。
あとは加入時期の特例の選択ですかね。

つまり，加入時期を翌期として，期末まで
に離脱すれば，加入させないことができま
す。一応解決策はありそうです。
足立：加入時期の特例を選択して会計期

間の翌日にするという方法をとっても，親
法人の事業年度の直前，例えば，３月決算
だと１月，２月くらいに100％化したとす
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ると，かなりのスピード感をもってディー
ルを成立させないといけません。

ただ，前提として，売却予定金額を具体
的に10億円と評価している状況ですから，
２か月以内にディールが成立しないことは
あまりないのかもしれません。やはり，ど
ちらかというと，親法人の事業年度を過ぎ
ていたケースで問題が発生するのかもしれ
ません。
大野：売却のメドが立ってから100％化

したほうがよさそうですね。例えば，買い
手側が100％まとめてでないと買わないと
いった条件を提示されたときにはじめて，
100％化と売却をセットで行い，加入時期
の特例を選択して１度も加入しないように
しておくというのが，実務対応なのでしょ
う。
足立：細かな話になってしまいましたが，

こういうポイントを理解して検討しておか
ないと大変なことになりそうです。
大野：理論上は理解できる制度ですが，

ケースを通して考えると，少し不思議な感
じがします。注意すべきポイントですね。

開始・加入・離脱時の時価評価

■別の通算グループから「移籍」する場合
足立：では，次の論点に移りましょう。
大野：のっけからマニアックなお話です

が，気になっているが，対象資産について，
通算法人の他の通算子法人の株式が除外さ
れている点です。通算制度開始・加入前に
別の通算グループに入っていて，その後に
別の通算グループにおいて開始・加入した
場合の取扱いです。
足立：開始日の前日と加入日の前日に別

のグループの通算法人だったという場合で
すね。旧通算グループで簿価修正したま
ま，新しい通算グループでは時価評価せず
に加入するということですかね。

私も気になっていました。条文は法人税
法施行令131条の15第１項７号です。
大野：開始だけでなく，加入にも同じ規

定があります。もとの通算グループ内で通
算子法人の株式の評価損益を上げない取扱
いを一貫させるという趣旨だと思います。
足立：そもそも７号に該当する法人があ

るのかが問題です。通算制度を開始する前
に他の通算制度に入っていたとして，どの
ようなケースを想定しているのかわかりま
せん。
大野：例えば，もともと通算グループに

入っていて，親法人が株式移転をして，新
たな親法人の下で新たな通算制度を開始す
るような場合に，新設法人の特例を使うこ
とで初日から通算制度を開始するというケ
ースはどうでしょうか。

もともとの親法人が新しいグループの子
法人になることで，７号に該当しうると思
います。

一方で，新しいグループの親法人が別の
通算グループの子法人だったというケース
はないのではないかと思っています。通算
グループの親法人が開始日の前日にどこか
の通算法人であるというケースが，どうい
った状況を想定しているのか，思いつきま
せん。
足立：今お話しいただいたケースはとて

も参考になりましたが，そもそも該当する
通算法人が存在するのか，問題意識をもっ
ておくべきですね。
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■離脱時の時価評価とM&A
大野：離脱の時価評価についてはいかが

ですか。
足立：開始・加入の取扱いと変わらない

ので特にないかなと思います。
１点，政令ではありませんが，離脱の時

価評価が実務上どのくらいあるのかなと気
になっています。
大野：たしかに，離脱時の時価評価は株

主における投資簿価修正に反映し，株主の
譲渡損益から除かれる結果になりますから，
もっと離脱時に時価評価させてもいい気が
します。

制度が検討され始めたころには，含み損
の二重計上を防ぐということで，実務上高
い頻度で遭遇すると思っていましたが，実
際に決まった条文を見ると，本当に租税回
避のような場合に限定され，意外に狭い制

度になっているという印象です。
むしろ，金額基準さえクリアしてしまえ

ば，含み損の二重計上になるような気がし
ています。
足立：主要な事業を全部取りやめるとい

うケースはないと思うので，あるとすると，
帳簿価額10億円の資産を譲渡するときです
かね。
大野：しかも，これは財務省令に定める

区分に区分した後でいいんですよね。売却
予定金額の合計10億円ではなくて，財務省
令に定める区分に区分した後の10億円なの
で，土地など，区分した後の金額が相当大
きい場合に限定されます。

事業譲渡で10億円の損が出るものでも，
区分した後で10億円を下回る可能性が高い
と思います。
足立：２号の損失が見込まれるほうは，
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多くはないにしても，実務上あり得そうで
す。

例えば，離脱法人の株式を売却する際
に，売却損が計上されることが見込まれ，
買収時点で，ファンドなど買収会社が離脱
法人の含み損資産（帳簿価額10億円超）の
売却を予定しているケースなどが想定でき
ます。

ファンドなどの買収会社は，買収した事
業会社が保有する資産のうち事業に必要の
ない資産をどんどん売却してスリム化する
というケースを経験することが多く，２号
に該当して時価評価を行うことが多くなり
そうです。
大野：どの会社で税負担が発生するのか

ということですよね。結局，売る対象法人
で離脱時の時価評価損が計上されて，株式
譲渡する売り手，すなわち株主である法人
としてはその分，子会社株式譲渡損が減る
ことになります。
足立：そうすると，株式の売却価額が変

わらないとすると，投資簿価修正があるた
め，時価評価をするかしないかで，売り手
側の売却損益が動くので，買い手で対象会
社の含み損資産を売却する計画があるの
か，株式の売却価額は売却損が出る価格な
のかなど，買収過程の際にあらかじめ検討
する必要がありそうです。
大野：離脱法人で資産評価損を計上すれ

ば，その分対象法人では税額が減らせて，
期首離脱など，離脱前事業年度が通算親法
人の事業年度と一致させることができれ
ば，損益通算できますよね。

３月31日に評価損を計上して，４月１日
に売却すれば，評価損は通算法人として計
上することになりますから。たしかに，ス

キームに影響を与えそうです。
足立：投資簿価修正もそうですが，連結

納税の時代より，子法人を売却する際に損
得が出てくることが多いような気がします。

この点で通算制度では，離脱するとき，
つまり，子法人を売却するときの考え方が
変わるので注意が必要です。

■トータルの損得は変わらない？
大野：ただ，対象法人に出るか，株主に

出るかは違うでしょうが，全体でいえば，
損得は変わりません。対象法人譲渡損が計
上された分だけ，投資簿価修正で対象法人
株式の簿価が下がります。その点をすべて
加味すれば，トータルに影響する話ではな
いのかなとも思います。
足立：ちょっと具体的に確認してみまし

ょうか。例えば，簿価10億円，時価３億円
の子法人株式を想定します。
大野：資産としても，子会社の価値とし

ても，簿価10億円，時価３億円で，土地を
保有していることにしましょう。

仮に時価評価するパターンでは，子会社
に７億円の評価損が計上されます。親会社
では，その分投資簿価修正で７億円減って
譲渡することになるので，親会社では譲渡
損が出ません。

一方，子会社で時価評価しないとすれ
ば，子会社では損は出ないかもしれません
が，親会社のほうは簿価が高いままなので，
譲渡損が出ます。

このように，親と子のどちらで７億円の
損が出るかの違いであって，トータルでは
変わらないのです。

なお，その７億円を実際に所得から控除
できるかどうかについては，離脱のタイミ
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ング等を考慮して，他の所得の発生状況等
も加味して検討する必要があります。

そうすると，損が親で出るか子で出るか
の違いを理解した上で，関係者間で調整を
行えばいいのではないかと思います。
足立：すると，あまりM&Aのスキーム

には影響は出てこないということですね。
大野：評価損７億円を損益通算するため

には事業年度に留意しなければいけないと
か，通算法人である株主で株式譲渡損７億
円を計上すれば事業年度に注意しなくても
損益通算されるのではないかなど，細かい
検討事項はあるにしても，大づかみなとこ
ろでは，それほどの話ではないと思います。

そうであれば，離脱時の時価評価をもっ
と広く認めたほうがよかったのではないか
という気がしています。

極端にいえば，離脱する全社を時価評価
するとしても，投資簿価修正とセットにす
るのであれば，グループ内のどの法人で損
益が認識されるかの差にすぎず，あまり違
和感はないように思います。
足立：これは，損が出たものだけを資産

評価するのですよね。売るものだけを評価
しようというのが２号です。
大野：非常に限定的ではありますが，た

しかに２号に引っかかる場合もあるかもし
れません。しかし，必ずしも毎回ではない
ので少ないだろうと思っています。

■「新たな事業を開始したとき」
大野：開始・加入の時価評価に戻ります。
足立：いわゆる繰越欠損金の使用制限に

ついては，これまでの企画でもお話しさせ
ていただいていましたが，「新たな事業を
開始したとき」は，やはり政令で出てきま

せんでしたね。
何かなければ，事前照会が殺到して大変

なことになりそうです。
大野：新たな事業を後から始めるような

“ひどい”ケースというニュアンスなので
あろう，普通に事業を行う分には該当しな
いのであろう，と想像はしますが，特に解
説されたものがなく，このまま制度がスタ
ートすると，法令の表現が不明確で，何で
も当たってしまいそうにも読めます。

何としても，通達などで明らかにしてい
ただきたいと思います。
足立：繰越欠損金を広く持ち込むことが

できるようにしているので，悪質なケース
は絶対に許さないという趣旨で，新たに事
業を開始するケースや，グループ会社から
事業を引き継ぐケースなどが想定されてい
ると考えられます。

ただ，真面目な納税者からすると心配に
なってしまいます。例えば，他の法人から
事業を引き継ぐことによって新たな事業が
スタートすることは往々にしてあります。
そう考えると，組織再編を検討する際の足
かせになるおそれがありますから，何らか
の解説をいただかないと実務は進まなくな
ってしまいます。

■共同事業性の判定
大野：次に，共同事業性についてお話し

します。
足立：共同事業性は，繰越欠損金の切捨

てについて定めた法人税法施行令112条の
２第４項と，加入時の時価評価除外法人の
判定について定めた法人税法施行令131条
の16第４項がありますが，共通している要
件も多いので，ここでは前者の話をしまし
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ょう。
大野：共同事業性の判定については，通

算制度では，１社ごとではなく，完全支配
関係のあるグループ単位でいずれか主要な
事業を判定します。

加入の場合はわかりやすく，加入してく
る法人グループのうちいずれか主要な事業
と，通算グループ内のいずれかの事業の事
業関連性をみて，それ以外の要件も満たす
かを確認します。このように，グループ単
位でみることが政令でわかりました。

一方で，開始の場合も，同じ条文で同じ
書き方になっています。開始直前の判定対
象法人と完全支配関係のあるグループ内の
いずれか主要な事業と，親法人又は親法人
と完全支配関係のあるグループ内のいずれ
かの事業をみます。しかし，開始なので，
その直前はグループ１つしかありません。
足立：私も全く同じことが気になってい

ます。
大野：条文の文言どおりに解釈すれば，

１つのグループ内でいずれか主要な事業と
いずれかの事業に関連性があれば，要件を
満たすのかなと思っています。
足立：例えば，親法人Ｐ社，子法人Ａ社，

子法人Ｂ社で通算制度に入るとしましょう。
大野：子法人Ａ社の事業としては，Ａ社

と完全支配関係のあるＰ社，Ａ社，Ｂ社の
いずれか主要な事業となります。
足立：次に，親法人Ｐ社も検討しますね。
大野：親法人の事業としては，Ｐ社又は

Ｐ社と完全支配関係のある法人の事業で，
Ａ社を除くＰ社とＢ社のいずれかの事業で
みます。
足立：Ａ社グループの主要事業とＰ社グ

ループの事業の関連性で，このとき，さす

がに両方とも，Ｂ社の，同一の事業を取り
出すのはダメでしょうか。
大野：おそらくそうでしょう。
足立：そうですよね。共同で事業を行う

ことを考えると，そもそも同じ事業という
ことは想定できません。また，同じ会社の
事業を２つ取り出して関連性の有無を判断
することも想定されてないような気もしま
す。
大野：直接的にダメとは書いてありませ

んが，感覚的には違和感があります。
足立：同じ会社の同じ事業はないにして

も，同じ会社の異なる事業同士の比較は，
あり得なくもないと思うのです。
大野：ちょっとわからないですね。ダメ

ならダメで何か情報が出るかもしれません。
足立：この点も通達なんでしょうか。
大野：「主要な事業」の判定は，通達か，

「税制改正の解説」で詳細が出てくると思
いますが，「主要な事業」とは，従来は１
社でみた主要な事業だったものが，政令の
書きぶりからすると，グループでみた主要
な事業になる気がしています。
足立：その点も今後新しい情報が出てき

そうな雰囲気ですね。
グループ全体の事業をたくさん出して，

そのうちのいずれか主要な事業ですから，
やはりグループ全体でみて主要な事業を判
定するのかなと思われます。
大野：そうそう，そうなんですよね。
足立：この点は，組織再編税制の事業関

連性とはまた少し違っています。
組織再編の場合は，「主要な事業のうち

のいずれかの事業」といった書きぶりにな
っています。
大野：グループの中で，主要な事業がい
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くつかあればそのいずれかでいいのでしょ
うが，その選び方が，グループ全体でみて
主要かどうかを判定するのであるかもしれ
ない点等，組織再編税制とちょっと違うか
もしれないので，そこは注目です。
足立：ただ，開始の時に事業関連性を満

たさないケースはそれほどないんじゃない
かと思っています。自社以外の事業をピッ
クアップして判定していいということです
から，ほとんど満たすのではないかと。

ただし，法人税法施行令112条の２第４
項１号は満たしても，それ以外の要件を考
えると，３号で，「通算法人支配関係発生
時」というのがあります。

通算法人と親法人が最後に支配関係を有
することになったときのことですが，要は，
合併と同じように，通算支配関係発生時，
つまり，グループ化してから承認日まで通
算前事業を継続しているという要件です。

ただ，通算前事業は自社以外から取って
くることがある一方で，通算支配関係発生
時はあくまで自社と親法人で判定します。

組織再編税制の場合は，グループ化する
前から事業を行っていて，それが合併の時
に関連性があるとして，２倍基準を満たさ
ないことはなくはありませんが，継続性を
満たさないことはほぼないという印象を持
っています。

注意しなければいけないのは，通算前事
業を行っている法人と，支配関係発生時の
判定を行う法人が違う場合，親法人と子法
人で支配関係が発生した後に，他の子法人
で通算前事業を開始していると，３号に該
当しないことになります。
大野：そういうことになりますね。
足立：おそらく，関連性は比較的どの事

業を取り出しても満たすことが多いでしょ
うが，他の要件については，注意しないと

税務弘報 2020.10　 119

開始・加入・離脱時の時価評価



いけません。

■株式交換等による加入法人
足立：加えて，４項５号のロについてで

す。共同事業要件を満たす株式交換等が行
われて加入してきた法人は，株式交換等の
多くの要件をクリアしているので，みなし
共同事業要件を満たします。

この点，80％保有している会社を株式交
換等で100％保有した場合，従業員継続要
件と主要事業継続要件を満たせば，適格株
式交換等になりますが，そのケースでも，
共同事業要件を満たしてしまえば５号ロに
該当するということでしょうか。
大野：大前提として，対価要件は満たさ

なくていいと理解していますが，５号ロは，
対価要件以外の共同事業要件を満たすとい
う意味だと思っています。
足立：気になるのは，適格株式交換等で

加入してきた法人は，時価評価除外法人に
なりますが，適格株式交換等の直前の資本
関係がどうあれ，通常の１号から３号，あ
るいは，１号と４号，さらには，５号のロ
に該当すれば繰越欠損金の切捨てや含み損
等の利用制限も生じないということです。

まあ，適格株式交換等の対価要件以外の
共同事業要件と法人税法施行令112条の２
第４項のみなし共同事業要件は類似してい
ますので，あまり気にしなくていいのかも
しれませんが。
大野：適格株式交換等をこの要件で判定

することになるのはレアでしょうね。本来
は非適格株式交換等で対価要件のみを満た
さず，他の共同事業要件は満たすようなケ
ースの場合の規定と思います。それもレア
だと思いますが。

■「新たな事業を開始したとき」は継続チ
ェック？
足立：それから，繰越欠損金ですね。法

人税法57条８項で切り捨てられる場合とし
て，「新たな事業を開始したとき」があり
ます。切り捨てられる繰越欠損金のうち，
８項２号の特定資産譲渡等損失相当額につ
いては，詳細は政令で委任されています。

それが，法人税法施行令112条の２第５
項で，組織再編税制の条文を準用すること
になっています。最初の通算事業年度の翌
事業年度に「新たな事業を開始したとき」
は，最初適用年度前の繰越欠損金が切り捨
てられることになっています。

つまり，通算制度に加入して３年過ぎて，
４年目に新たな事業を開始すると，新たな
事業を開始する事業年度の直前の残高のう
ち，特定資産譲渡等損失相当額が切り捨て
られます。
大野：そして，通算制度開始日以後３年

かつグループ化後５年以内の制限期間につ
いて，特定資産譲渡等損失の損金算入制限
があります。
足立：そもそも新たな事業を開始するの

に繰越欠損金の場合，制限期間は規定され
ていないようです。

たしかに，特定資産譲渡等損失額の損金
不算入や損益通算の制限については，３年
や５年の適用期間があります。しかし，繰
越欠損金のほうは，新たな事業を開始した
のが何年以内といった規定はないですね。
大野：「新たな事業を開始したとき」の

特定資産譲渡等損失額の損金算入制限には
制限期間があります。支配関係発生日から
５年と，通算制度開始・加入から３年のい
ずれか早い日までで，制限は終わります。
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ただ，通算制度の開始後に事業を開始し
ても，いったん通算制度に持ち込んだ繰越
欠損金も，新たな事業を開始した日以後に
終了する事業年度においては切捨てになる
ことになっています。つまり，新たな事業
を開始すると，過去の繰越欠損金が残って
いるものも切捨てになります。
足立：例えば，時価評価除外法人が開始

又は加入したとしましょう。その７年後に
新たな事業を開始したとすると，７年後に
支配関係発生前の繰越欠損金と支配関係発
生以後の特定資産譲渡等損失相当額の残っ
ているものが全額切り捨てられるというこ
とですね。
大野：過去の繰越欠損金が残っていれば

切捨てになりますね。
足立：含み損等の損金不算入や損益通算

の制限については，もともと適用期間があ
るので，新たな事業を開始しても損金不算
入や損益通算の制限はあり得ません。

しかし，繰越欠損金については，開始・
加入前の繰越欠損金が残っている限り，７
年後に新たな事業を開始してしまうと，７
年後にいきなり切捨てになるのではないか
と思っています。

政令の話からは逸れてしまうかもしれま
せんが，要するに，「新たな事業を開始し
た場合」に該当しないかを，ずっと気にし
ておかなければならないのかということが
気がかりです。
大野：支配関係発生日から５年経ってい

れば，特定資産譲渡等損失等の制限はあり
ませんね。繰越欠損金の切捨てはありそう
ですね。
足立：そうすると，７年経ってからいき

なり「あなた，今，新たな事業を開始しま

したね！　繰越欠損金は切捨てです！」と
いわれても，「えー」という感じになって
しまうと思うのですが。

数年間は，経理の方と税理士が「新たな
事業を開始したとき」に当たることがない
ように気をつけようとやりとりするかもし
れませんが，互いに担当者が変わることも
あるでしょうから，こういった点をケアし
続けるのはなかなか難しいのではないかと
思っています。

これまでの連結納税は，開始・加入時に
十分にチェックをしておけば，あとは気に
する必要もなかっただけに，頭の切替えが
必要になりそうです。
大野：７年も経ってからというのは，た

しかにそうかもしれませんね。

■組織再編関係の規定の適用
足立：そのほか，繰越欠損金については，

冒頭でおっしゃったように，切り捨てられ
る繰越欠損金について，含み損益の特例計
算が適用できます。
大野：あとは，２年内再編ですね。通算

制度の開始・加入の２年以内に合併等をし
たような場合に，通算制度開始・加入が２
回目の合併相当として扱われて，特定資産
の中に１回目の再編における引継資産が含
まれることになります。
足立：そういった組織再編関係の規定が

入っていますね。
大野：さまざまな要件を満たさずさらに

「新たな事業を開始したとき」だけなので，
実務上はあまり出てこないかなと思いま
す。しかし，出くわす可能性はゼロではな
いので，２年内再編に関する規定の存在は
意識しておきたいところです。
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■通算法人間で合併・分割した場合の欠損
金の切捨て
足立：ここで，通算法人間の合併や分割

は制限がかからないという点をお話ししま
しょう。
大野：前回，問題提起したところですね。
法人税法57条３項，４項に関する政令で

すが，同法施行令112条の２第６項，７項
で，「通算グループ内の法人間の合併等に
は適用しない」という内容がはっきりと書
いてあることが確認できました。
足立：合併や分割等の組織再編について

は，連結納税とそれほど変わらないという
ことですかね。
大野：そういうイメージでいます。投資

簿価修正などを絡めて考えてみると変わる
のかもしれませんが，グループ内再編は欠
損金の切捨てがありませんし，逆に，特定
資産譲渡等損失額の制限はかかりうるよう
になっています。
足立：ちょっと思ったのですが，「新た

な事業を開始したとき」の繰越欠損金の切
捨てなどは，吸収合併で消滅してしまえば，
その制限は解除されるのですかね。
大野：制限を受ける法人が，他の法人に

吸収されてしまった場合には，その後新た
な事業を開始しても繰越欠損金が切り捨て
られないのでは，ということですね。

もともと特定欠損金も，合併してしまえ
ば合併後の法人の個別所得でみるしかない
など，合併まで考えると制限が作りにくい
のかなという気はしますが，グループ内で
合併してしまったら，制限がなくなってし
まうように思います。
足立：時価評価除外法人は，連結納税で

は加入する時点で○×がはっきりしていた

ので，その後検討する必要がありませんで
した。それが，先ほどの「新たな事業を開
始したとき」と同様に，開始・加入時の後
に検討しなければならないことがあること
で，その間に組織再編を行うと，どのように
制限を受けることになるのか気になります。

現状の理解では，時価評価除外法人が他
の法人に吸収合併されて消滅すると，少な
くとも開始・加入に伴う制限はすべてなく
なってしまうのではないかと思います。合
併時に新たな含み損の制限やグループ内合
併では繰越欠損金制限はかからないのと反
するので何を意味していたでしょうか，繰
越欠損金はそのまま引き継ぐことができま
す。

そういったところの取扱いがどうなるの
か，これから確認していく必要はあるので
しょうが，何が違うのだったでしょうか。

■償却費も大綱と違いあり
足立：そのほか，多額な償却費が生じる

場合や含み損の損益通算の制限について法
令で定められましたね。
大野：多額に償却費の生ずる事業年度に

ついては，法人税法64条の６第３項と，法
人税法施行令131条の８ですね。
足立：政令の６項に減価償却費が規定さ

れていますが，大綱では，「損金算入され
る減価償却費の額の割合が30％」となって
いました。一方，政令の条文では，「損金
経理した」とされています。つまり，会計
上の減価償却費が分子になり，大綱とは全
く異なる金額になります。この点，減損処
理した場合の取扱いなど，通達で示される
ことになるのかもしれません。
大野：減損は減損であって，減価償却費
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ではないような気はしますが，はっきりと
した説明がほしいですね。
足立：例えば，賃上げ・生産性向上のた

めの税制では，減価償却費95％以上の設備
投資が１つの要件になっています。その減
価償却費の中には減損損失を入れても入れ
なくてもいいことになっています。
大野：通達で書かれていましたね。
足立：そこから，今回も通達で何か出て

くるのかなと予想しています。何らかのか
たちで示されるのでしょうが，しっかりと
書いてほしいですね。

いずれにしても，大綱からの変化が気に
なる論点です。

通算税効果額

■結局は親法人経由の精算
大野：これも前回の対談でもお話しした

論点ですが，通算税効果額については，や
はり政令でもわかりませんでした。

この点は，通達や取扱要領など何らかの
かたちで示されるのではないかと思います
ので，引き続き情報を待ちたいと思います。
足立：法令に何も書かれていないためか，

通算税効果額についてもよく質問を受ける
のですが，中でも多いのが，連結納税では
親法人と子法人で精算しているところ，通
算制度では子法人同士の精算があるのかと
いう疑問です。

制度上はおそらく想定されていると思わ
れますが，そのようなケースが実務上どれ
だけ起こりうるのかはわかりません。
大野：別にどのように精算してもいいで

しょうが，やはり親法人経由で精算するの
でしょうか。
足立：理論上は，例えば，３社の通算グ

ループで，Ａ社，Ｂ社が黒字，Ｃ社が赤字
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の場合，Ａ社，Ｂ社が一方的にＣ社に払え
ば済みます。

これが複数の通算法人が赤字で，複数の
通算法人が黒字の場合は，プロラタで欠損
金が配分されるため，おっしゃるように，
実務では親法人と精算する以外ないのでは
ないかと考えられます。
大野：制度上は，通算グループごとに精

算の方法を決めればよいのでしょうが，子
法人がたくさんあると混乱するので，親法
人経由で精算せざるを得ないのかなという
気がします。
足立：「新たな事業を開始したとき」と

同様に，通算税効果額も法令で決まってい
ないため，今後の情報に注目です。

遮断措置

■通算制度の調査体制
大野：そして，個別論点でお話ししてき

た遮断措置です。
足立：遮断措置については，申告書で計

算できるのでわかりやすいと思いました。
逆に，申告書で計算できるような仕組み

でないと，法令やQ&Aだけでは誰も対応
できないくらい難解です。申告書を作成す
ると，自ずと修正すべき金額がわかるとい
う点はいいなと思いました。

政省令に限った話ではありませんが，全
体計算を行わなければならないケースはそ
れなりにあります。

仮に，複数の通算法人で税務調査が行わ
れて，損益通算で修更正があり，全体計算
をやり直すとしましょう。このとき，各社
で別々に税務調査が進行して，１社の調査
が終わると，まずその段階で全体計算を行

うのでしょうか。
大野：必ず全社再計算を行うこととされ

ているのは，当初申告で全社所得がゼロか
マイナスの場合です。税務調査の結果，所
得がマイナスかどうかは問うていないので，
全体計算をやり直すということがわかって
いる状態で各通算法人に税務調査に入りま
す。
足立：そうすると，別の通算法人で進行

している税務調査が終わって再度全体計算
を行うことになるのですかね。全社の調査
が終わってからまとめて全体計算を行うほ
うが効率的だと思うのですが。
大野：必ず全社再計算になる場合（全社

所得ゼロかマイナスの場合）は，課税庁の
調査体制として，その通算グループで全体
計算を行うことがわかっているはずです。

それでも１社ごとに入るのか，それとも，
全体計算を見越して従来どおりグループ各
社にまとめて調査に入るのか。実務上，気
にしておかなければなりませんね。
足立：そもそも通算制度は，税務調査を

グループ各社に対してバラバラで行うとい
うところからスタートしたものだと理解し
ています。

その結果，「貴社のグループの別法人に
調査が入っているようですが，後で計算が
変わりそうですか？」「そうなんですよね
ぇ……」といったやりとりが生まれること
になるのは，どうなのかなと思います。

グループでまとめて足並みをそろえて調
査が行われなければ，税務調査を受ける側
も，入る側も，何度も全体計算を行うこと
になります。通算制度で遮断措置が導入さ
れるからといっても，税務調査が各社ごと
に行われると効率的でないケースも生じま
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すね。
大野：全社所得がマイナスかゼロの場合

には敬遠して，調査に入らないのでしょう
か。通算制度の下で税務調査の実務がどう
なっていくのか，留意しておく必要があり
ますね。

申告書の様式

■カギは別表18
大野：最後に，申告書の様式を取り上げ

ます。
今回，省令によって主要な別表が公表さ

れました。その結果，計算のイメージがで
きて，制度を理解しやすくなったと思いま
す。
足立：別表18がカギになりそうですね。

他の通算法人については，この別表18の数
字を使うことになるほか，別表18を参照す
ることになっているケースが多く，これか
ら頻繁に使うことになりそうです。

また，加入・開始時の取扱いについて，
多くの別表が出ていますね。これらを見る
と制度が理解しやすくなると思います。

繰越欠損金の別表７関係は，これまでと
似ているといえば似ていますが，計算方法
が変わるため，７⑵や７⑵付表１などの改
正点を確認しておいたほうがいいでしょう。

大したことではありませんが，別表７⑵
の左上に「事業年度」とあります。これは，
繰越欠損金が発生した各社の事業年度のこ
とですが，一方の別表７⑵付表１には「10
年内事業年度」とあります。これは，親法
人と事業年度が違えば，親法人の事業年度
を書くことになります。

■通算制度を適用しない法人に影響も
足立：別表４には，通算申告用に付表が

追加されています。これは単体納税の法人
も，通算制度を適用していようがいまいが，
同じ様式を使うことになります。
大野：通常の単体申告の場合は，付表は

添付しないのでしょうが，別表４は同じで
すね。
足立：その別表４は，欠損金の通算をは

じめ，通算制度を適用する法人向けにかな
り変わっています。例えば，通算法人に関
わる加算額や減算額があり，付表はその計
算のためのものです。

単体納税の法人もこの別表を使うとなる
と，どの項目が通算制度に関する用語で，
自社の申告に関係がないのかを確認する必
要がありそうです。

もしかしたら，別表４には現在も簡易様
式版と完全様式版があるように，単体納税
の法人のために，いろいろとカットした簡
易版の様式が今後出てくるのですかね。
大野：とはいえ，省令としては，これで

決まりですよね。
足立：また，別表５⑴を見ると，「未払

通算税効果額」という項目があります。先
ほどお話しした通算税効果額に関する項目
ですが，法令では規定が置かれていないに
もかかわらず，別表では項目が設けられて
います。
大野：複数箇所にありますが，上が未納

税充当金で，下があるべき金額だと思いま
す。連結納税においても，グループ内の精
算はしてもしなくてもいいといいつつ，精
算する場合は書いていますが，それと同じ
でしょう。
足立：連結納税の場合は，個別帰属額届
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出書を作ると，連結法人税個別帰属額が計
算されて，その金額が別表５の２⑴付表１
の区分21の未払連結法人税個別帰属額に飛
びます。

これが通算制度の場合は，各グループで
勝手に計算することになるので，その勝手
に計算した金額を入れるのかなと。
大野：そうなのでしょう。
連結納税でも，精算していない会社はあ

まりないと思いますが，実際に精算をしな
いことに決めていれば何も書かなくていい
はずです。

精算をしないというグループがあれば，
下のほうには書かないというイメージで作
られていると思うので，今回も精算は行う
と決めたら，グループ間の未収・未払金と
して，債権・債務となるのでその金額を書
くという感覚だと思います。

おそらく記載例が公表されるでしょう。
足立：「連結確定申告書・地方法人税確

定申告書・個別帰属額等の届出書等の記載
の手引」という資料が，単体納税とは別に
毎年出ていますね。それと同じような資料
が出るのではないかと思います。
大野：連結納税は，平成14年に制度が創

設されて，ずいぶん経ってから別表が公表
されて，平成15年に出された記載例が， 平
成15年度の『改正税法のすべて』に載りま
した。

今回はそこまで遅れたスケジュールでは
なく，すでに早めに別表が公表されました
し，より正常なかたちで記載例が出るとい
いなと思います。
足立：また，別表５⑵の「租税公課の納

付状況等に関する明細書」も変わり，通算
税効果額に関する項目があります。同様
に，単体納税の法人には通算制度は全く関
係ないにもかかわらず，通算制度に関する
記載項目が幅を利かせて，その分，他の項
目のスペースが狭くなっています。
大野：何種類も作りたくなかったのでし

ょうね。
足立：あくまでも個別申告方式になるの

で，通算法人も単体納税の１つであるとい
う考え方が表れているのかなと思いました。

今まで単体申告を行っていて，これから
もそうである法人は，通算制度など関係な
いと思っていることでしょう。しかし，申
告書の様式が変わることで，一定の影響を
受けることになります。通算制度の初年度
が終わった頃に，「何だ，この項目は？」
と気づく方もいるだろうなと思いました。

そのほか，試験研究費の税額控除に関す
る別表様式は出ていませんね。この論点
は，修更正の遮断の仕組みがかなり複雑な
ので，今後公表される際に要注目です。
大野：あくまでも今回公表されたのは，

主要別表と認識しておく必要がありますね。

おわりに

足立：それでは最後にまとめましょう。
大野：政令・省令についてもかなりのボ

リュームで，詳細なものが公表されました。
多くの論点を取り上げましたが，まだ不

明な点も多いですし，今後の解説や通達な
どの公表に引き続き注目したいと思います。

詳細がわかればわかるほど，簡略化とい
いながら複雑な制度になっており，使いや
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すくなった面もある一方，難しくなった部
分も多く，メリットを享受しながら難しく
なったところについては注意をしながら実
務を進める必要があると感じています。

とはいえ，損益通算や欠損金の通算はた
しかにメリットはあると思いますので，選
択するグループが増えればいいと思います。
足立：今回，政省令と申告書の様式が出

たことで通算制度のイメージがかなり具体
的になりました。今後は，地方税の政省
令，通達，財務省の解説が出てくるでしょ
うし，国税庁のQ&Aも随時改訂されるは
ずです。

予想していたことですが，通算制度は多
くの企業にとってシンプルになる一方で，
特定の企業や特定の状況で適用される取扱
いも多く，その取扱いは複雑な定めになっ

ており，金額的重要性が高そうなものが多
いと思います。

そのため，企業が適用を失念したり，誤
った解釈や誤った処理をすることがないよ
うに，われわれ税理士が企業をしっかりサ
ポートしていかなくてはなりません。その
意味で，通算制度への移行で，今後ますま
す税理士の役割が増すことになるでしょう。

本日はありがとうございました。
大野：どうもありがとうございました。

――８月４日，オンライン収録

本対談の意見にわたる部分は登壇者の私見であ

り，所属法人の公的見解ではありません。

税務弘報 2020.10　 127

おわりに


